
２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

1,725

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725 1,725

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,725 1,725

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.230 1,725

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.230 1,725 0.230 1,725 0.230 1,725職員割合 千円 0.00 0 0.30 2,250 0.23 1,725

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

支所で受付事務を行う
⑥

活動
指標

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

上下水道加入者及び加入予定者、不動産調査者
④

対象
指標

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

迅速な窓口対応
⑤

成果
指標

　
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
市民の利便性向上のため、上下水道及
び小型合併浄化槽の各種申請、届出、
納付書等の発行
、受付等を支所で行う。
義務事業は、平成２６年４月１日から上下
水道課が上下水道お客様センター（常
陽メンテナンスに業務委託）したことか
ら、業務に関しての問い合わせは、一本
化され、緊密に連絡を取りながら行う。
上下水道の業務以外や浄化槽に関する
ことは、上下水道各課が所管。

各種申請、届出、納付書等の発行、受付等を行う。 各種申請、届出、
納付書等の発行、
受付等を行う。

各種申請、届出、納付書等の発行、受
付等を行う。

各種申請、届出、納付書等の発行、受
付等を行う。

各種申請、届出、納付書等の発行、
受付等を行う。

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 水道法、下水道法、浄化槽法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
　 　

H20 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 03　水の安定供給

　
補助率

小政策 01　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名
上下水道諸届出受付事務（笠間支
所）

評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計
画重点視点

施策 04　上水道

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

市民サービスのため支所事務は、必要である有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地域の円滑な運営を図るためには、有効である

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
市民サービスを維持するためには、これ以上の削減は困難である

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
地域との円滑な事務事業を維持するためには、支所事務が必要である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

交付件数 件 305 332 251 264

0 0 0 0

150 100 100

0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

1,875

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 2,250 1,875 1,875 1,875 1,875

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 2,250 1,875 1,875 1,875

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,875 1,875

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.250 1,875

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.250 1,875 0.250 1,875 0.250 1,875職員割合 千円 0.00 0 0.30 2,250 0.25 1,875

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

仮ナンバー交付
⑥

活動
指標

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

自動車整備業者等
④

対象
指標

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

自動車検査等のため運行する際、ナンバーを貸与
⑤

成果
指標

交付件数 件

　
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
運行条件を満たしていない自動車でも、
新規登録や車検期間が満了した自動車
が検査審査をうける場合に、自動車臨時
運行許可番号票を貸与して運行できるよ
うにする。
市民活動課が所管

仮ナンバー交付する際は、省令に基づき行い、不正な目的に使
用されないようにする。

仮ナンバーの申請・交付・返却業務を行
う。

仮ナンバーの申請・交付・返却業務を行
う。

仮ナンバーの申請・交付・返却業務
を行う。

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 道路運送車両法、自動車損害賠償法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 　

H20 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 02　交通安全活動の推進

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 自動車臨時運行許可業務
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 04　交通安全

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域との円滑な運営を図るためには有効である有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地域との円滑な運営を図るためには有効である

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
維持するためには、これ以上の削減は困難である

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
笠間地区の行政サービスの拠点である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

笠間地区世帯数 世帯 10,348 10,381 10,383 10,436 10,380 10,380 10,380

対
象
指
標

0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0

有害鳥獣駆除の実施 日 90 40 30 30 30 30 30

47 0 0 0

0 0 0 0

電気柵設置数 件 19 20 37

0 0 0

1,725

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725 1,725

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,725 1,725

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.230 1,725

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.230 1,725 0.230 1,725 0.230 1,725職員割合 千円 0.00 0 0.30 2,250 0.23 1,725

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

日

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

有害駆除の実施
⑥

活動
指標

電気柵設置数 件

有害鳥獣駆除の実施

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

一般市民
④

対象
指標

笠間地区世帯数 世帯

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

⑤
成果
指標

　
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
鳥獣飼養事務は、環境保全課所管。
有害鳥獣捕獲事務は、環境保全課が平
成２６年４月から農政課に所管替えにな
る。
５、７、９月が有害鳥獣の捕獲期間となっ
ている。

鳥獣飼養は、環境保全課所管
有害鳥獣捕獲は、農政課所管
鳥獣飼養・有害鳥獣捕獲事務を行う

鳥獣飼養は、環境保全課所管
有害鳥獣捕獲は、農政課所管
鳥獣飼養・有害鳥獣捕獲事務を行う

鳥獣飼養・有害鳥獣捕獲事務を行う 鳥獣飼養・有害鳥獣捕獲事務を行う

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 鳥獣保護法、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律、鳥獣による農林水産業に係る被

予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 　

H20 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 02　生活環境の保全

　
補助率

小政策 03　自然環境にやさしい循環型社会をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 鳥獣飼養・有害鳥獣捕獲事務
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 01　環境保全・公害防止

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域との円滑な運営を図るためには有効である有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地域との円滑な運営を図るためには有効である

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
維持するためには、これ以上の削減は困難である

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
笠間地区の行政サービスの拠点である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

活
動
指
標

6,000

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

犬の登録数 頭 6,526 6,467 6,467 6,106 6,000 6,000

0 0

0 0 0 0 0 0 0

犬の登録数 頭 6,526 6,467 6,467 6,106 6,000 6,000 6,000

3,728 3,700 3,700 3,700

飼い主へのマナー向上看板配布数 枚 0 21 14 14

狂犬病予防接種頭数 頭 4,280 4,157 4,600

0 0 0

2,475

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 2,250 2,250 2,250 2,475 2,475 2,475

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 2,250 2,250 2,250 2,475 2,475

他課の協力分 千円 0 0 0 0

2,475 2,475

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.330 2,475

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.330 2,475 0.330 2,475 0.330 2,475職員割合 千円 0.30 2,250 0.30 2,250 0.30 2,250

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

頭

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

犬の登録、狂犬病予防注射、犬糞マナーについて週
報、市報による広報

⑥
活動
指標

狂犬病予防接種頭数 頭
飼い主へのマナー向上看板配布数 枚
犬の登録数

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

犬の所有者、犬
④

対象
指標

犬の登録数 頭

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

狂犬病予防法に基づく飼い犬の登録及び予防接種
の向上、動物愛護の普及

⑤
成果
指標

　
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
狂犬病予防法に基づく飼い犬の登録と
年１回の狂犬病予防注射の義務
生後９１日以上が該当

飼い犬の登録、狂犬病予防集合注射の実施、飼い主のマナー向
上、啓発

飼い犬の登録、狂
犬病予防集合注射
の実施、飼い主の
マナー向上、啓発

飼い犬の登録、狂犬病予防集合注射の
実施、飼い主のマナー向上、啓発

飼い犬の登録、狂犬病予防集合注射の
実施、飼い主のマナー向上、啓発

飼い犬の登録、狂犬病予防集合注
射の実施、飼い主のマナー向上、啓
発

根拠法令 狂犬病予防法、動物の愛護及び管理に関する法律

予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画

補助金の有無 負担金の有無
直営 　

単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 02　生活環境の保全

　
補助率

小政策 03　自然環境にやさしい循環型社会をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 　

　
総合戦略関連事業 　 　

事務事業名
犬の登録・狂犬病予防・動物愛護事
務（笠間支所）

評価区分 事務事業性質 後期基本計
画重点視点

施策 01　環境保全・公害防止

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 　
評価理由

資源配分 　

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

-

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域との円滑な事務運営を図るためには必要である有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地域との円滑な運営を図るためには有効である

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
現状を維持するには、これ以上の削減は困難である

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
地域との円滑な事務を維持するため、支所の事務が必要である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

活
動
指
標

10,380

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

笠間地区世帯数 世帯 10,348 10,381 10,383 10,436 10,380 10,380

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

55 10 5 0

0 0 0 0

公害等苦情・相談件数 件 238 251 37

0 0 0

2,025

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 2,250 2,025 2,025 2,025 2,025

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 2,250 2,025 2,025 2,025

他課の協力分 千円 0 0 0 0

2,025 2,025

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.270 2,025

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.270 2,025 0.270 2,025 0.270 2,025職員割合 千円 0.00 0 0.30 2,250 0.27 2,025

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

公害実態調査・苦情相談及び処理
⑥

活動
指標

公害等苦情・相談件数 件

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

一般市民
④

対象
指標

笠間地区世帯数 世帯

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

公害防止思想の普及啓発、未然防止の促進
⑤

成果
指標

　
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
公害防止に向けた普及啓発、未然防止
の促進、苦情処理
最近は管理不全状態空き家や空き地が
増えている。
公害とまではいかない、焚火や悪臭等が
主
環境保全課が所管

公害防止に向けた普及啓発

公害苦情受付処理 公害苦情受付処理 公害苦情受付処理

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 大気汚染防止法、騒音防止法、水質汚濁防止法、公害防止法

予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 　

H20 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 03　環境保全活動の推進

　
補助率

小政策 03　自然環境にやさしい循環型社会をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名 公害防止に関する事務
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 01　環境保全・公害防止

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域との円滑な運営を図るためには有効である有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地域との円滑な運営を図るためには有効である

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
維持するためには、これ以上の削減は困難である

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
笠間地区の行政サービスの拠点である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

3 0 0 0

不法投棄数 件 0 5 5 7

集積ボックスの設置補助 個 0 5 4

0 0 0

2,025

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 2,250 2,025 2,025 2,025 2,025

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 2,250 2,025 2,025 2,025

他課の協力分 千円 0 0 0 0

2,025 2,025

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.270 2,025

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.270 2,025 0.270 2,025 0.270 2,025職員割合 千円 0.00 0 0.30 2,250 0.27 2,025

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

一般廃棄物の分別収集、集積所設置補助業務
⑥

活動
指標

集積ボックスの設置補助 個
不法投棄数 件

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

適正なごみの分別、収集業務
⑤

成果
指標

　
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
一般家庭から排出される廃棄物の減量
化とごみ分別事務
ごみ集積所の変更・補助申請受付完了
検査を行う
環境保全課が所管

ごみの分別、指導を行う
集積所の変更・補助申請受付完了検査を行う

ごみの分別、指導を行う
集積所の変更・補助申請受付完了検査
を行う

ごみの分別、指導を行う
集積所の変更・補助申請受付完了検査
を行う

ごみの分別、指導を行う
集積所の変更・補助申請受付完了
検査を行う

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、リサイクル法

予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 　

H20 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 02　循環型社会の推進

　
補助率

小政策 03　自然環境にやさしい循環型社会をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 分別収集事務（笠間支所）
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　廃棄物対策

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域との円滑な運営を図るためには有効である有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地域との円滑な運営を図るためには有効である

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
維持するためには、これ以上の削減は困難である

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
笠間地区の行政サービスの拠点である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

加入率 ％ 0 0 90 90

0 0 0 0

90 90 90

0 0 0 0 0

活
動
指
標

960

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

未加入者 人 0 930 961 960 960 960

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

4,725

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 4,125 3,750 4,688 4,875 4,725 4,725

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 4,125 3,750 4,688 4,875 4,725

他課の協力分 千円 0 0 0 0

4,725 4,725

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.630 4,725

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.650 4,875 0.630 4,725 0.630 4,725職員割合 千円 0.55 4,125 0.50 3,750 0.63 4,688

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

広報誌、ホームページ等での募集PR
⑥

活動
指標

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

未加入者 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

行政区加入率の向上
⑤

成果
指標

加入率 ％

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
①市が行う行政事務を円滑に推進する
ため、一定区において地域住民との連
携を密にし、効率的な運営を図る。 会員
数は１０７名、理事１０名 ②区長文書の
配布

①会員数は１０７名で、内１０名が理事となり理事会を構成する。ま
た、各地区理事の中から、幹事１名、会計１名を選出し役員会を
構成する。５月初旬：総会、５月：新任区長説明会、役員会は随時
行う。９、１０月：市長との懇談会、１０月３回に分けて視察研修を
施。 ②各区長宅へ毎週木曜日（最終木曜日は休み）に３班で配
布している。

区長から要望を受
けた際には、速や
かな対応をする。

①会員数は１０７名で、内１０名が理事と
なり理事会を構成する。また、各地区理
事の中から、幹事１名、会計１名を選出
し役員会を構成する。５月初旬：総会、５
月：新任区長説明会、役員会は随時行
う。９、１０月：市長との懇談会、１０月３回
に分けて視察研修を施。 ②各区長宅へ
毎週木曜日（最終木曜日は休み）に配
布する。

①会員数は１０７名で、内１０名が理事と
なり理事会を構成する。また、各地区理
事の中から、幹事１名、会計１名を選出
し役員会を構成する。５月初旬：総会、５
月：新任区長説明会、役員会は随時行
う。９、１０月：市長との懇談会、１０月３回
に分けて視察研修を施。 ②各区長宅へ
毎週木曜日（最終木曜日は休み）に配
布する。

①会員数は１０７名で、内１０名が理
事となり理事会を構成する。また、各
地区理事の中から、幹事１名、会計
１名を選出し役員会を構成する。５
月初旬：総会、５月：新任区長説明
会、役員会は随時行う。９、１０月：市
長との懇談会、１０月３回に分けて視
察研修を施。②各区長宅へ毎週木
曜日（最終木曜日は休み）に配布す
る。

特になし

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

H18 単年度繰返し 共催者・関係団体 笠間市区長会
小施策 01　コミュニティ活動の活性化

　
補助率

小政策 02　地域の大切さを知り、協働による地域づくりを進めます 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

　
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名 行政区運営事務（笠間支所）
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　地域コミュニティ

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

市と地域との円滑な連携を維持するためには行政区が必要。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

小規模行政区の再編

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

小規模行政区長への働きかけ 名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

市と地域との連携が取れなくなる。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域の円滑な運営や市と地域との連携を図るためには重要である。有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地域の円滑な運営を図るためには有効である。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
小規模行政区の再編

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
市と地域との円滑な連携を維持するためには行政区が必要。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

活
動
指
標

6,500

市税相談者 人 644 620 0 0 0 0 0

対
象
指
標

交付請求者 人 4,044 0 0 0 6,500 6,500

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 6,500 6,500 6,500

市税相談件数 件 644 620 0 0

4,044 0 0

0 0 0

6,938

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 20,250 6,563 6,938 6,938 6,938 6,938

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 20,250 6,563 6,938 6,938 6,938

他課の協力分 千円 0 0 0 0

6,938 6,938

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.925 6,938

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.925 6,938 0.925 6,938 0.925 6,938職員割合 千円 2.70 20,250 0.88 6,563 0.93 6,938

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

税務諸証明の交付及びわかりやすい税相談の実施
⑥

活動
指標

市税相談件数 件

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

交付請求者 人
市税相談者 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

内容を聞き的確で迅速な対応をする。
⑤

成果
指標

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
地方税法第２０条の１０等により、地方団
体の徴収金に関する事項について証明
書を交付しなければならない。なお、諸
証明の発行にあたり地方自治法及び笠
間市手数料条例により手数料を徴する。

年間約５，０００件の証明書交付、約１，０００件の市税に関する相
談がある。特に、納付書発送時（４月：資産税、５月：軽自動車、６
月住民税）及び、年明けから確定申告に関する問合せが多い。

特になし

年間約５，０００件の証明書交付、約１，０
００件の市税に関する相談がある。特に、
納付書発送時（４月：資産税、５月：軽自
動車、６月住民税）及び、年明けから確
定申告に関する問合せが多い。

年間約５，０００件の証明書交付、約１，０
００件の市税に関する相談がある。特に、
納付書発送時（４月：資産税、５月：軽自
動車、６月住民税）及び、年明けから確
定申告に関する問合せが多い。

年間約５，０００件の証明書交付、約
１，０００件の市税に関する相談があ
る。特に、納付書発送時（４月：資産
税、５月：軽自動車、６月住民税）及
び、年明けから確定申告に関する問
合せが多い。

特になし

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 地方自治法、地方税法、笠間市手数料条例
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 税務課
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

H23 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 01　行政マネジメントシステムの確立

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

　
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名
税務諸証明の交付及び市税相談
（笠間支所）

評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計
画重点視点

施策 02　行政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

法的に定められた事務であり、現行どおり継続する。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

特になし

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

本所税務課での対応となり、市民サービスの低下を
招く。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地方税法に規定する税証明であり必要。有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地方税法に規定する税証明であり必要。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
市民サービスの面からも支所での交付事務は必要。

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
地方税法に規定する税証明であり必要。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

投票率の向上 ％ 0 40 51 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

有権者 人 0 22,500 22,500 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

3,000

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 2,250 2,625 3,000 0 3,000 3,000

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 2,250 2,625 3,000 0 3,000

他課の協力分 千円 0 0 0 0

3,000 3,000

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.400 3,000

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.000 0 0.400 3,000 0.400 3,000職員割合 千円 0.30 2,250 0.35 2,625 0.40 3,000

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

有権者への啓発・先進事例の導入
⑥

活動
指標

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

有権者 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

投票率の向上・開票時間の短縮
⑤

成果
指標

投票率の向上 ％

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
選挙事務の管理執行を適正且つ効率的
に執行するとともに、投票しやすい環境
づくりときれいな選挙・投票意識の高揚
を積極的に推進する。

投票率の向上と開票時間の短縮を図るため、若者への啓発と先
進事例の導入を推進する。

投票率の向上と開票時間の短縮を図る
ため、若者への啓発と先進事例の導入
を推進する。

投票率の向上と開票時間の短縮を図る
ため、若者への啓発と先進事例の導入
を推進する。

投票率の向上と開票時間の短縮を
図るため、若者への啓発と先進事例
の導入を推進する。

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 総務課
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ○

H18 単年度繰返し 共催者・関係団体
笠間市選挙管理委員
会小施策 04　行政事務の効率化・高度化の促進

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

国・県補助
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 各選挙事務（笠間支所）
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　行政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

現行どおり必要。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

課題なし

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

法令違反になるため廃止はできない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

公平な選挙を執行するためには重要である。有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
公平な選挙を執行するために有効。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
公平な選挙を執行するための必要な委員会の開催をしている。

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
公平な選挙を執行するために必要。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

4,500

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 3,750 4,875 4,500 4,500 4,500 4,500

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 3,750 4,875 4,500 4,500 4,500

他課の協力分 千円 0 0 0 0

4,500 4,500

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.600 4,500

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.600 4,500 0.600 4,500 0.600 4,500職員割合 千円 0.50 3,750 0.65 4,875 0.60 4,500

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

職員相互連携による窓口処理及び適切な予算科目
への収入

⑥
活動
指標

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

納入義務者
④

対象
指標

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

的確な現金出納及び速やかな収入処理
⑤

成果
指標

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
市税収納の適切な集計処理 日々納付される市税の集計を適切に行う。 特になし

日々納付される市税の集計を適切に行
う。

日々納付される市税の集計を適切に行
う。

日々納付される市税の集計を適切
に行う。

特になし

02　総務費 01　総務管理費 04　会計管理費 000200000　出納事務 根拠法令 地方自治法、地方税法、笠間市手数料条例
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 税務課
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

H23 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 02　財源の確保

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

　
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 収納事務
評価区分 事務事業性質 義務的事業 後期基本計

画重点視点

施策 03　財政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

有効性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 □ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

□ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

□ 適切である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

前年比より削減 ％ 5 5 25 17

0 0 0 0

3 3 3

0 0 0 0 0

活
動
指
標

29

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

職員数 人 40 30 31 29 29 29

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

250 250 250 250

0 0 0 0

事務用品払出表の記入 数 400 400 300

0 0 0

4,110

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 4,527 3,206 4,118 4,118 4,110 4,110

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 3,750 2,625 3,563 3,563 3,563

他課の協力分 千円 0 0 0 0

3,563 3,563

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.475 3,563

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.475 3,563 0.475 3,563 0.475 3,563職員割合 千円 0.50 3,750 0.35 2,625 0.48 3,563

555 547 547 547

547 547

事業費計（ア） 千円 777 581 555

一般財源 千円 777 573 547 552 547

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 8 8 3

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

意識改革の徹底
⑥

活動
指標

事務用品払出表の記入 数

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

職員
④

対象
指標

職員数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

使用量の削減
⑤

成果
指標

前年比より削減 ％

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
財源が厳しい中で、職員が無駄使いを
なくす意識を持ち事務費の削減をする。

事務用品払出表を管理して、無駄使いの削減を徹底する。 3％経費削減を目
標とする。

事務用品払出表を管理して、無駄使い
の削減を徹底する。

事務用品払出表を管理して、無駄使い
の削減を徹底する。

事務用品払出表を管理して、無駄
使いの削減を徹底する。

需用費　５４７千円

02　総務費 01　総務管理費 01　一般管理費 003200000　庁内事務用品管理事務（笠間支所） 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

H18 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 03　保有資産の有効活用及び適正管理

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 庁内事務用品管理事務（笠間支所）
評価区分 事務事業性質 内部管理事務 後期基本計

画重点視点

施策 03　財政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1000215



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

事務用物品等を一括管理することにより無駄の削減になる。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

事務用品等の一括管理をすることにより、無駄の削
減になる。

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

課題なし 課題なし

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

事務に支障を来たす。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

支所の事務用消耗品を一括管理することにより効率的に運営している。有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
使用分を記録させて無駄をなくしている。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
支所の事務用消耗品を一括して確保し使用分を」補充している。

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
支所の事務用消耗品を一括して必要分を購入している。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

修繕要望等の受付 件 0 75 166 138

0 0 0 0

100 80 50

0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

0 0 0 0 0 0

0 0

集成図等の交付 件 0 293 254 228 200 200 200

融雪剤配布 袋 0 836 1,231 835 200 200 200

152 100 80 50

土嚢配布 袋 0 0 889 73

修繕要望等の受付 件 0 75 166

80 80 80

2,475

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 2,250 2,475 2,475 2,475 2,475

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 2,250 2,475 2,475 2,475

他課の協力分 千円 0 0 0 0

2,475 2,475

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.330 2,475

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.330 2,475 0.330 2,475 0.330 2,475職員割合 千円 0.00 0 0.30 2,250 0.33 2,475

0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

袋
集成図等の交付 件

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

道路等の維持補修に関する受付業務を行い、現地
確認のうえ管理課への報告事務を行った。 状況に応
じて安全管理や軽微な補修作業については対応し
た。

⑥
活動
指標

修繕要望等の受付 件
土嚢配布 袋
融雪剤配布

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市道、法定外道路、水路、河川
自然災害、積雪数、量により修繕、資材数が増
区長、市民

④
対象
指標

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

安全に安心して利用できる安全快適な道水路の修
繕、整備

⑤
成果
指標

修繕要望等の受付 件

　
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
道路、水路、河川等は、常時良好な状
態で維持して機能を発揮することができ
る。よって道路の維持、修繕、改良は、
重要である。よって、市民の利便性を図
るため、各課への申請書、要望書等を経
由し、緊急性の高いものや簡易なもの
は、安全管理や修繕対応を行い担当課
へ緊急対応を依頼する。また、集成図、
一筆図等の交付を行う。
道水路、河川等の修繕等や集成図等の
交付は、管理課所管
道水路、河川等の新設、改良は、建設
課所管
交通規制に関する標識（速度規制、横
断歩道、信号機等）は、市民活動課所管

道水路や河川等の維持補修に関する受付業務を行う。状況に応
じて、安全管理や軽微な補修を実施する。
集成図、一筆図等の交付を行う。

道水路や河川等の維持補修に関する受
付業務を行う
集成図、一筆図等の交付を行う

道水路や河川等の維持補修に関する受
付業務を行う
集成図、一筆図等の交付を行う

道水路や河川等の維持補修に関す
る受付業務を行う
集成図、一筆図等の交付を行う

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 道路法、河川法、法定外公共物管理条例、国土調査法

予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
　 　

H20 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 01　生活道路網の整備

　
補助率

小政策 01　だれにもやさしく、潤いのある生活環境を整えます 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 　 　

事務事業名
道路水路維持補修受付事務（笠間
支所）

評価区分 事務事業性質 維持管理事業 後期基本計
画重点視点

施策 01　生活道路

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域との円滑な運営を図るためには、支所事務は重要である有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
緊急性があるものは、緊急対応を行う等、地域の円滑な運営を図るため、有効である

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
地域との円滑な事務事業を維持するためには、支所事務が必要である

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
地域との円滑な事務事業を維持するためには、支所事務が必要である

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

47

成
果
指
標

防災無線が確実に聞こえるようにする ％ 100 100 100 100

固定系屋外子局 組 0 0 47 47

100 100 100

0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

防災行政無線（親局・子局） 局 0 0 85 85 85 85 85

対
象
指
標

難聴地区の市民 人 16 4 0 0 0 0

46 47

固定系屋外子局蓄電池交換 回数 0 0 1 1 1 1 1

保守点検 回数 0 0 1 1 1 1 1

0 0 0 0

戸別受信機の設置 個 16 4 0 0

子局の設置 箇所 0 0 0

0 0 0

5,795

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 7,383 4,638 5,509 7,050 5,795 7,825

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 2,625 2,625 2,625 2,625 2,625

他課の協力分 千円 0 0 0 0

2,625 2,625

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.350 2,625

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.350 2,625 0.350 2,625 0.350 2,625職員割合 千円 0.35 2,625 0.35 2,625 0.35 2,625

4,425 3,170 5,200 3,170

5,200 3,170

事業費計（ア） 千円 4,758 2,013 2,884

一般財源 千円 4,758 2,013 2,884 4,425 3,170

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

回数
固定系屋外子局蓄電池交換 回数

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

維持補修
⑥

活動
指標

子局の設置 箇所
戸別受信機の設置 個
保守点検

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

難聴地区の市民 人
防災行政無線（親局・子局） 局
固定系屋外子局 組

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

防災施設整備率の向上及び補修件数
⑤

成果
指標

防災無線が確実に聞こえるようにする ％

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
災害時及び行政連絡の緊急を要する場
合に対応する放送施設として設置してい
る。 固定系親局１、遠隔制御局１局、屋
外子局８４局で構成されており、難聴地
区については戸別受信機を貸与して対
応している。

３地区が従前のシステムで運用しており、放送依頼受付及び許可
は総務課が管理して一斉放送の支持をしているが、保守点検、維
持管理は各地区で予算化し行っている。 子局８４箇所中４７箇所
については私有地のため、年間１，０００円で借地している。 親局
の非常用電源装置の蓄電池及び蓄電池触媒栓を交換する。

・難聴地区の実態
を把握して適切な
対応をする。 ・保守
点検を行う。 ・子局
の鉛蓄電池47個を
交換する。

３地区が従前のシステムで運用してお
り、放送依頼受付及び許可は総務課が
管理して一斉放送の支持をしているが、
保守点検、維持管理は各地区で予算化
し行っている。 子局８４箇所中４７箇所に
ついては私有地のため、年間１，０００円
で借地している。

３地区が従前のシステムで運用してお
り、放送依頼受付び許可は総務課が管
理して一斉放送の支持をしているが、保
守点検、維持管理は各地区で予算化し
行っている。 子局８４箇所中４７箇所に
ついては私有地のため、年間１，０００円
で借地している。

３地区が従前のシステムで運用して
おり、放送依頼受付及び許可は総
務課が管理して一斉放送の支持を
しているが、保守点検、維持管理は
各地区で予算化し行っている。 子
局８４箇所中４７箇所については私
有地のため、年間１，０００円で借地
している。

需用費６１８千円　委託料３，９０
９千円　 使用料及び賃借料４７
千円　原材料費１０千円

08　消防費 01　消防費 04　災害対策費 001100000　防災無線管理事業（笠間支所） 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 笠間市地域防災計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
一部委託 ―

H18 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 03　防災体制の整備

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 防災力向上

事務事業名 防災無線管理事業（笠間支所）
評価区分 事務事業性質 維持管理事業 後期基本計

画重点視点

施策 01　防　災

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1005461



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

　常時聞き取りやすい環境を確保するため、正常な機能を維持し障害
の発生を未然に防止し、情報伝達体制を整備しておく。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

特になし

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

特になし 特になし 名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

災害時や緊急時の市民への情報の一斉連絡がとれ
ない

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

現在の災害時や緊急時の市民への情報の一斉連絡としては、防災行政無線以外にな
い。

有効性 □ 適切 ■ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない
防災行政無線の難聴地域などの対策として、個別受信機の貸与やかさメール等、あらゆる
媒体の活用の検討。

■ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
現時点での削減は考えられない。

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
災害時や緊急時の市民への情報伝達方法として必要である。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

施設、敷地の不具合件数を把握する 件 20 20 20 5

0 0 0 0

5 5 5

0 0 0 0 0

活
動
指
標

25,600

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

市民数 人 27,500 27,100 26,900 26,500 26,200 25,900

0 0

0 0 0 0 0 0 0

敷地内の草刈り 回 3 3 2 0 3 3 3

243 243 244 246

敷地内の樹木管理 回 2 1 1 0

庁舎の清掃 回 248 244 244

1 1 1

9,331

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 12,543 17,849 8,869 9,387 9,331 9,975

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 4,975 4,500 4,305 4,313 4,305

他課の協力分 千円 0 0 0 0

4,305 4,305

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.574 4,305

時間外 千円 100 0 0 0 0 0

0.575 4,313 0.574 4,305 0.574 4,305職員割合 千円 0.65 4,875 0.60 4,500 0.57 4,305

5,074 5,026 5,670 5,026

5,670 5,026

事業費計（ア） 千円 7,568 13,349 4,564

一般財源 千円 7,568 13,349 4,564 5,074 5,026

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

回

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

笠間支所庁舎及び付属設備を適切に管理する。
⑥

活動
指標

庁舎の清掃 回
敷地内の樹木管理 回
敷地内の草刈り

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

市民数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

地域行政サービスの拠点として、支障の無いように維
持・管理する。

⑤
成果
指標

施設、敷地の不具合件数を把握する 件

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
①庁舎維持・管理の各種委託事業の契
約 ②機械警備の入退室カードの管理
③庁舎敷地内の環境保全に伴い草刈の
実施や樹木から発生する害虫駆除等 ④
敷地内の安全を確保するため

①庁舎管理について、コピー機、庁舎清掃、機械警備等の委託
業務がある。 ②開閉用カード１５枚を管理し、内１２枚は支所内各
課。 ③桜に春、秋に毛虫が発生したときは殺虫剤散布や雑草の
生育状況により草刈をシルバー人材センターへ委託。 ④庁舎の
修繕として、庇及びブラインドを増設。駐車場等の看板設置。

市民サービスを損
なわないように、庁
舎及び敷地の管理
をする。

①庁舎管理について、コピー機、庁舎清
掃、機械警備等の委託業務がある。 ②
開閉用カード１５枚を管理し、内１２枚は
支所内各課。 ③桜に春、秋に毛虫が発
生したときは殺虫剤散布や雑草の生育
状況により草刈をシルバー人材センター
へ委託。

①庁舎管理について、コピー機、庁舎清
掃、機械警備等の委託業務がある。 ②
開閉用カード１５枚を管理し、内１２枚は
支所内各課。 ③桜に春、秋に毛が発生
したときは殺虫剤散布や雑草の生育状
況により草刈をシルバー人材センターへ
委託。

①庁舎管理について、コピー機、庁
舎清掃、機械警備等の委託業務が
ある。 ②開閉用カード１５枚を管理
し、内１２枚は支所内各課。 ③桜に
春、秋に毛が発生したときは殺虫剤
散布や雑草の生育状況により草刈
をシルバー人材センターへ委託。

需用費　3,287千円 役務費 600
千円　委託料 871千円 使用量
及び賃借料 246千円　　　　　負
担金　13千円　 工事請負費
594千円　備品購入費　29千円

02　総務費 01　総務管理費 08　笠間支所費 000100000　笠間支所庁舎管理事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
一部委託 ―

H18 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 03　保有資産の有効活用及び適正管理

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 笠間支所庁舎管理事業
評価区分 事務事業性質 維持管理事業 後期基本計

画重点視点

施策 03　財政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1000570



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

本庁の関係各課と連携し、笠間地区の行政機関として効率化し住民
サービスを充実させていかなければならない。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

■ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

笠間地区市民の不満が拡大する可能性がある。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

会議やイベントなど、来客が多くなる場合の駐車場の確保を常に配慮しなければならな
い。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
旧支所のプレハブから旧法務局跡地へ庁舎を移転したため、地理的には立地条件はよく
なった。庁舎のスペースは、最小限であるが快適さは増している。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
人件費の削減余地は、市民のサービスを最低限維持するためには、これ以上の削減は困
難である。

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
笠間地区の行政サービスの拠点として重要な施設である。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

29 29

0 0 0 0 0 0 0

0

成
果
指
標

無事故率の向上 ％ 100 100 100 100

0 0 0 0

100 100 100

無駄の無い公用車の管理 件 34 33 33 29 29

活
動
指
標

29

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

職員数 人 40 30 31 29 29 29

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

12 12 12 12

0 0 0 0

運転日誌の管理 日・月 12 12 12

0 0 0

5,981

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 9,678 4,533 5,596 5,139 5,981 5,981

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 3,750 2,250 2,850 2,850 2,850

他課の協力分 千円 0 0 0 0

2,850 2,850

0

嘱託臨時 千円 0 0 0 0 0 0 0

0.380 2,850

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.380 2,850 0.380 2,850 0.380 2,850職員割合 千円 0.50 3,750 0.30 2,250 0.38 2,850

2,289 3,131 3,131 3,131

3,131 3,131

事業費計（ア） 千円 5,928 2,283 2,746

一般財源 千円 5,928 2,283 2,746 2,289 3,131

0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

笠間支所配置の公用車を適切に管理する。
⑥

活動
指標

運転日誌の管理 日・月

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

職員
④

対象
指標

職員数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

安全で円滑な公用車の運用を図る。
⑤

成果
指標

無事故率の向上 ％
無駄の無い公用車の管理 件

―
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
①安全運転管理者をおかなければなら
ない事業所に該当する。 ②管理車輌は
２９台で修繕、車検等を行う。

①５台以上所有のため該当となるので安全運転管理者を選任す
る。 ②車検に出す前にウォッシャー液、バッテリー液などの交換
など簡単にできることは地域課等で行い 修繕費の軽減に努める。

・無事故、無違反の
徹底を指導する。 ・
公用車の適正な管
理及び、３％の経費
削減を目標とする。

①５台以上所有のため該当となるので安
全運転管理者を選任する。 ②車検に出
す前にウォッシャー液、バッテリー液など
の交換など簡単にできることは地域課等
で行い修繕費の軽減に努める。

①５台以上所有のため該当となるので安
全運転管理者を選任する。 ②車検に出
す前にウォッシャー液、バッテリー液など
の交換など簡単にできることは地域課等
で行い 修繕費の軽減に努める。

①５台以上所有のため該当となるの
で安全運転管理者を選任する。 ②
車検に出す前にウォッシャー液、
バッテリー液などの交換など簡単に
できることは地域課等で行い 修繕費
の軽減に努める。

需用費　1,700千円　 役務費
543千円　公課費　150千円

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 003100000　車輌管理事業（笠間支所） 根拠法令 道路交通法第74条の3第1項
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ―

H18 単年度繰返し 共催者・関係団体
小施策 03　保有資産の有効活用及び適正管理

　
補助率

小政策 03　自治を育み、創造的な行財政運営を推進します 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　
総
合
計
画

政
策
体
系

政策 06　人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 車輌管理事業（笠間支所）
評価区分 事務事業性質 維持管理事業 後期基本計

画重点視点

施策 03　財政運営

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 10 財会事業コード 1000431



□

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

限られた車両の使用には、効率的な管理が必要。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

課題なし。

□ 他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

笠間地区市民の不満が拡大する可能性がある。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

限られた車両を効率的に運用するためには、集中管理が必要である。有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
集中管理することで、効率的使用ができる。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
集中管理することで、効率的使用ができる。

□ 削減の余地がある

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
笠間市自動車等管理規定により、適切に管理及び運用を図っている。

□ 見直しの余地がある



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 防災力向上

事務事業名 防災・災害対策事務（笠間支所）
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 01　防　災
H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

消防本部・消防団・警
察署・自主防災会・日
赤奉仕団・各小中学

小施策 02　防災意識の高揚

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

根拠法令 災害対策基本法第４８条第１項
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 総務課

補助金の有無 負担金の有無
直営 ― ―

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
①防災訓練を、年１回実施する。 ②洪
水・土砂ハザードマップを作成し、危険
地区に指定された区に配布した。

①総合防災訓練を毎年市主催で３地区持回りで実施。 ②笠間地
区は水害が起こりやすいため、土嚢袋を車庫に用意して随時対
応できるようにしている。

・災害時には、適切
な行動をとる。

①総合防災訓練を毎年市主催で３地区
持回りで実施。 ②笠間地区は水害が起
こりやすいため、土嚢袋を車庫に用意し
て随時対応できるようにしている。

①総合防災訓練を毎年市主催で３地区
持回りで実施。 ②笠間地区は水害が起
こりやすいため、土嚢袋を車庫に用意し
て随時対応できるようにしている。

①総合防災訓練を毎年市主催で３
地区持回りで実施。 ②笠間地区は
水害が起こりやすいため、土嚢袋を
車庫に用意して随時対応できるよう
にしている。

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

市民全体 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

防災訓練参加者、参加率の向上
⑤

成果
指標

参加率 ％

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

防災訓練の実施
⑥

活動
指標

防災訓練 回

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

3,000 0.55 4,125 0.57 4,305

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.574 4,305

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.575 4,313 0.574 4,305 0.574 4,305職員割合 千円 0.40

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 3,000 4,125 4,305 4,313 4,305

他課の協力分 千円 0 0 0 0

4,305 4,305

0

嘱託臨時 千円 0 0

4,305

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 3,000 4,125 4,305 4,313 4,305 4,305

0 1 1 1

0 0 0 0

防災訓練 回 1 1 1

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

75,700

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

市民全体 人 78,279 77,723 77,164 76,619 76,300 76,000

0 0 0

成
果
指
標

参加率 ％ 100 100 100 0

0 0 0 0

100 100 100

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
風水害や地震等の仕儀に対処するためには、定期的な訓練が必要である。

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない 昨年度は笠間地区のみで稲田小、稲田中を会場に地域に密着した防災訓練を実施し、身
近な防災意識の向上につながった。今年度は岩間地区で開催を予定したが、天候により
中止。□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない

□ 削減の余地がある

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

市としての災害時を想定した訓練であり、災害時の
被害軽減が図れない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある
実際の災害を想定した防災訓練は、定期的に実施することが重要である。なお台風・大雨
時に土嚢の配布・運搬と倒木の処理など実施した。降雪時に塩化カルシュームの配布・運
搬を行った。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

特になし 特になし 名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

防災意識の高揚は、訓練を行うことで浸透させることができる。

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

特になし

■



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 防災力向上

事務事業名 自主防災組織結成事務（笠間支所）
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 01　防　災
H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

小施策 02　防災意識の高揚

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 災害対策基本法第５条第２項
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画 笠間市地域防災計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ○ ―

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
大規模な災害に備えて、行政区や町内
会が自発的な防災活動を行う。自主防
災組織の防災活動によって、生命や財
産の安全を確保し、被害の軽減に大きく
寄与していることから、茨城県、笠間市と
も自主防災組織の育成に取り組んでい
る。

設立の要望が区長などからあった場合は、説明会を実施する。
組織率を徐々に上げ将来的には８～９割台に到達させる

結成を促進するた
めに、説明会など
のＰＲ活動を実施す
る。

設立の要望が区長などからあった場合
は、説明会を実施する。 組織率を徐々
に上げ将来的には８～９割台に到達させ
る。

設立の要望が区長などからあった場合
は、説明会を実施する。 組織率を徐々
に上げ将来的には８～９割台に到達させ
る。

設立の要望が区長などからあった場
合は、説明会を実施する。 組織率を
徐々に上げ将来的には８～９割台に
到達させる。

特になし

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

未結成の区 区

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

自主防災組織結成率の向上
⑤

成果
指標

組織率 ％

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

自主防災組織設立の説明会を実施する
⑥

活動
指標

説明会の実施 回

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

2,250 0.40 3,000 0.40 3,000

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.400 3,000

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.475 3,563 0.400 3,000 0.400 3,000職員割合 千円 0.30

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 2,250 3,000 3,000 3,563 3,000

他課の協力分 千円 0 0 0 0

3,000 3,000

0

嘱託臨時 千円 0 0

3,000

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 2,250 3,000 3,000 3,563 3,000 3,000

4 8 8 8

0 0 0 0

説明会の実施 回 12 2 2

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

63

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

未結成の区 区 90 80 75 73 67 65

0 0 0

成
果
指
標

組織率 ％ 16 26 30 32

0 0 0 0

37 39 41

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
災害時における自主防災組織の必要性を区長等に説明することで、地域の自主防災組織
の結成率を高めることが重要である。

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

□ 向上の余地がない
組織結成に向け、あらゆる機会を通じて区長への働きかけを行う。

■ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
笠間市は、組織率が低いためより一層の対策が必要。

□ 削減の余地がある

■ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

自主防災組織の組織率が低いままでは、災害時に
災害の軽減が図れない。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

大災害時においては、公的機関も被災することから、初期の段階での自主防災組織の果
たす役割は大きいものがあることから、組織率の向上は必須。

有効性 □ 適切 ■ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

区長に対する説明会の増 名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

防災組織が結成されることにより、地域での防災意識が図れる。

資源配分 拡  　　　　　充

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

組織率の向上

□



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価事業
重要事務事業 ―

国補助
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名 自衛官募集事務（笠間支所）
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 01　防　災
H18 単年度繰返し 共催者・関係団体

自衛隊茨城地方協力
本部・笠間市自衛隊
父兄会

小施策 02　防災意識の高揚

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 自衛隊法第９７条第１項
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
一部委託 ○ ○
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
自衛官の募集が、自衛隊の人的基盤を
支え組織の精強性を維持する上で極め
て重要であることから、募集に関する広
報宣伝事務の推進を図る。

【５月理事会、６月総会、７月～９月視察研修】に関する事務処理
等

自衛隊父兄会と協
力して、自衛隊活
動を多くの人に知っ
てもらう。

【５月理事会、６月総会、７月～９月視察
研修】に関する事務処理等

【５月理事会、６月総会、７月～９月視察
研修】に関する事務処理等

【５月理事会、６月総会、７月～９月
視察研修】に関する事務処理等

特になし

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

市民数 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

受験者数・入隊・入校者数の増加
⑤

成果
指標

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

広報誌、ホームページ等での募集PR
⑥

活動
指標

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

1,125 0.25 1,875 0.25 1,875

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.250 1,875

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.250 1,875 0.250 1,875 0.250 1,875職員割合 千円 0.15

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 1,125 1,875 1,875 1,875 1,875

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,875 1,875

0

嘱託臨時 千円 0 0

1,875

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 1,125 1,875 1,875 1,875 1,875 1,875

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

75,700

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

市民数 人 78,279 77,723 77,164 76,619 76,300 76,000

0 0 0

成
果
指
標

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
自衛官募集に関することであり、父兄会の協力は必要である。

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
父兄会としての後方支援活動は有効である。

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
自衛官募集に父兄会が関与することは効率的である。

□ 削減の余地がある

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
■ 代替案や対策を採ることで対応できる

自衛官の募集の広報については、事業として取り込
まなくても広報誌への掲載は可能。 父兄会は自主
活動が可能。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

自衛官募集などの広報事務は継続しても、父兄会への行政の関与については見直しの検
討が必要。

有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

今まで行政の関与があり、理解を得るまでに
は時間が必要。

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 改善し，継続
評価理由

自衛官の募集広報は引き続き必要であるが、父兄会への関与は見直
しの必要がある。

資源配分 現  状  維  持

■ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

自衛官の募集の広報については、事業として取り込
まなくても広報誌への掲載は可能。

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

自衛隊父兄会への行政の関与をなくす

□



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名 防犯意識啓発事務（笠間支所）
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 03　防　犯
H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

防犯連絡協議会・警
察署小施策 01　防犯意識の高揚

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 刑法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
　 　 　

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
防犯キャンペーン等地域安全運動の実
施、青色パトロール車の貸し出しなどに
より防犯活動を推進し安心、安全な街づ
くりをめざす。
市民活動課が所管

防犯キャンペーン、防犯教室などの開催により、防犯意識の高揚
に努める。

防犯キャンペーン、防犯教室などの開催
により、防犯意識の高揚に努める。

防犯キャンペーン、防犯教室などの開催
により、防犯意識の高揚に努める。

防犯キャンペーン、防犯教室などの
開催により、防犯意識の高揚に努め
る。

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

一般市民
④

対象
指標

笠間地区人口 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

犯罪の防止
⑤

成果
指標

刑法犯罪発生件数 件

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

防犯キャンペーンの実施、地域安全運動の実施,くら
しの防犯補助

⑥
活動
指標

青色パトロール車の貸し出し 回
防犯キャンペーンの回数 回

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0.30 2,250 0.23 1,725

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.230 1,725

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.230 1,725 0.230 1,725 0.230 1,725職員割合 千円 0.00

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,725 1,725

0

嘱託臨時 千円 0 0

1,725

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725 1,725

20 40 40 40

防犯キャンペーンの回数 回 5 3 4 3

青色パトロール車の貸し出し 回 15 41 46

4 4 4

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

27,100

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

笠間地区人口 人 27,476 27,165 27,125 26,526 27,100 27,100

0 0 0

成
果
指
標

刑法犯罪発生件数 件 1,031 898 758 693

0 0 0 0

400 200 100

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
地域との円滑な事務事業を維持するためには、支所事務が必要である

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地域との円滑な運営を図るためには有効である

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
維持するためには、これ以上の削減は困難である

□ 削減の余地がある

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域との円滑な運営を図るためには有効である有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名 防犯活動推進事務（笠間支所）
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 03　防　犯
H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

笠間市防犯連絡員協
議会小施策 02　防犯活動の強化

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 犯罪被害者等基本法、刑法、地方自治法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
　 ― 　

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
地域犯罪を抑止するため、防犯連絡協
議会、防犯ボランティア等が自主活動を
行っているほか、夜間のパトロールを業
務委託し安全な街づくりを行う。
防犯連絡員は、地区防犯協会長と警察
署長が協議して委嘱します。
市民活動課が所管

防犯連絡員届けの受理
活動に使用する備品等の配布

防犯連絡員届けの受理
活動に使用する備品等の配布

防犯連絡員届けの受理
活動に使用する備品等の配布

防犯連絡員届けの受理
活動に使用する備品等の配布

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

市民(笠間地区） 人
世帯数（笠間地区） 世帯

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

安心安全なまちづくり
⑤

成果
指標

刑法犯罪件数（市全体） 件

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

青色防犯パトロール車の貸し出し、防犯連絡員の活
動支援

⑥
活動
指標

防犯連絡員数 人

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0.30 2,250 0.23 1,725

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.230 1,725

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.230 1,725 0.230 1,725 0.230 1,725職員割合 千円 0.00

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,725 1,725

0

嘱託臨時 千円 0 0

1,725

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725 1,725

108 104 104 104

0 0 0 0

防犯連絡員数 人 108 108 108

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

27,100

世帯数（笠間地区） 世帯 10,347 10,381 10,383 10,436 10,380 10,380 10,380

対
象
指
標

市民(笠間地区） 人 27,476 27,165 27,125 26,526 27,100 27,100

0 0 0

成
果
指
標

刑法犯罪件数（市全体） 件 1,031 898 758 693

0 0 0 0

400 200 100

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
地域との円滑な事務事業を維持するためには、支所事務が必要である

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地域との円滑な運営を図るためには有効である

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
維持するためには、これ以上の削減は困難である

□ 削減の余地がある

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域との円滑な運営を図るためには有効である有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

　
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名 防犯灯補助受付事務
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 03　防　犯
H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

小施策 03　防犯施設の整備

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
　 　 　

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
行政区が設置する防犯灯については、
設置費用の一部を助成している。
防犯上不安がある場所に区が防犯灯を
設置する際，工事費を助成する。
前年度１０月に行った設置要望により、
本年度の設置数を決定し、設置申請
は、予約受付となる。
市民活動課が所管

昨年１０月に行った防犯灯設置の申請により設置数が決定。２５年
４月以降の設置申請は、予約受付となる。

防犯上不安がある場所に区が防犯灯を
設置する際，工事費を助成する。

防犯上不安がある場所に区が防犯灯を
設置する際，工事費を助成する。

防犯上不安がある場所に区が防犯
灯を設置する際，工事費を助成す
る。

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

行政区
④

対象
指標

行政区 区

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

犯罪の防止
⑤

成果
指標

刑法犯罪件数 件
夜間の犯罪発生件数 件

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

防犯灯設置費補助
⑥

活動
指標

防犯灯設置数 基

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0.30 2,250 0.23 1,725

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.230 1,725

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.230 1,725 0.230 1,725 0.230 1,725職員割合 千円 0.00

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,725 1,725

0

嘱託臨時 千円 0 0

1,725

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725 1,725

25 20 0 0

0 0 0 0

防犯灯設置数 基 434 14 0

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

行政区 区 108 108 108 108 104 104 104

対
象
指
標

0 0 0 0 0 0

0 0 0

成
果
指
標

刑法犯罪件数 件 1,031 898 758 693

0 0 0 0

0 0 0

夜間の犯罪発生件数 件 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
地域との円滑な事務事業を維持するためには、支所事務が必要である

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地域との円滑な運営を図るためには有効である

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
市民サービスを維持するためには、これ以上の削減は困難である

□ 削減の余地がある

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域との円滑な運営を図るためには、重要である有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名 交通安全啓発事務（笠間支所）
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 04　交通安全
H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

笠間警察署,安全協
会笠間支部,笠間市
交通安全母の会,笠

小施策 01　交通安全意識の高揚

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 交通安全対策基本法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
　 　 　

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
警察、交通安全協会、交通安全母の会
など、関係機関の協力の下、交通事故
撲滅に向け、交通安全教室、立硝、高
齢者運転免許自主返納支援を行なって
いる。
市民活動課が所管

年４回の交通安全運動を中心とし交通安全活動を交通安全関係
団体と連携して行い、交通事故の撲滅を目指す。

年４回の交通安全運動を中心とし交通
安全活動を交通安全関係団体と連携し
て行い、交通事故の撲滅を目指す。

年４回の交通安全運動を中心とし交通
安全活動を交通安全関係団体と連携し
て行い、交通事故の撲滅を目指す。

年４回の交通安全運動を中心とし交
通安全活動を交通安全関係団体と
連携して行い、交通事故の撲滅を目
指す。

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

一般市民
④

対象
指標

笠間地区市民 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

交通事故防止のため交通安全関係団体と協力して
意識の定着を図る。

⑤
成果
指標

高齢者死亡者数（市全体） 人
事故件数（市全体） 件
交通事故死亡者数（市全体） 人

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

交通安全教室、立硝など
⑥

活動
指標

立硝,街頭活動 回

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0.30 2,250 0.23 1,725

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.230 1,725

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.230 1,725 0.230 1,725 0.230 1,725職員割合 千円 0.00

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,725 1,725

0

嘱託臨時 千円 0 0

1,725

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725 1,725

0 0 0 0

立硝,街頭活動 回 26 26 25 17

0 0 0

16 16 16

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

笠間地区市民 人 27,830 27,165 27,125 26,526 27,100 27,100 27,100

対
象
指
標

0 0 0 0 0 0

0 0 0

成
果
指
標

高齢者死亡者数（市全体） 人 0 2 0 3

0 0 0 0

0 0 0

事故件数（市全体） 件 338 296 276 289 200 150 50

交通事故死亡者数（市全体） 人 4 4 4 3 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
地域との円滑な事務事業を維持するためには、支所事務が必要である

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地域との円滑な運営を図るためには有効である

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
維持するためには、これ以上の削減は困難である

□ 削減の余地がある

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域との円滑な運営を図るためには有効である有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 交通安全対策事務（笠間支所）
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 04　交通安全
H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

笠間警察署、市安全
協会笠間支部、市交
通安全母の会、笠間

小施策 01　交通安全意識の高揚

　
補助率

小政策 02　さまざまな不安や災害に強い安全なまちをつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 交通安全対策基本法、地方自治法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ― ―

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
交通事故防止活動として、安協笠間支
部笠間分会、母の会笠間支部によるドラ
イバー向け啓発キャンペーンや街頭啓
発活動、児童生徒の新入学に於ける立
哨活動、小中学校の交通安全教室や交
通指導車による広報パトロールや催事
等の警螺活動を行う
県民交通災害共済の加入を促進し、不
慮の事故の備えとするため、交通災害共
済の加入事務を行う
交通規制標識等の新設・更新・変更要
望相談、受付を行う
市民活動課が所管

県民交通災害共済の加入を促し、不慮の事故の備えとする。高
齢者の自転車転倒による共済請求件数が増えている、申請時等
に交通安全の意識高揚を図る。

県民交通災害共済の加入を促し、不慮
の事故の備えとする。高齢者の自転車
転倒による共済請求件数が増えている、
申請時等に交通安全の意識高揚を図
る。

県民交通災害共済の加入を促し、不慮
の事故の備えとする。高齢者の自転車
転倒による共済請求件数が増えている、
申請時等に交通安全の意識高揚を図
る。

県民交通災害共済の加入を促し、
不慮の事故の備えとする。高齢者の
自転車転倒による共済請求件数が
増えている、申請時等に交通安全の
意識高揚を図る。

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

一般市民
④

対象
指標

笠間地区世帯数 世帯
笠間地区人口 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

共済加入により交通災害に対する注意を促す
⑤

成果
指標

交通災害共済加入件数 世帯
交通災害共済加入人数 人

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

県民交通災害の加入ちらしの配布
⑥

活動
指標

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0.30 2,250 0.23 1,725

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.230 1,725

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.230 1,725 0.230 1,725 0.230 1,725職員割合 千円 0.00

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,725 1,725

0

嘱託臨時 千円 0 0

1,725

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725 1,725

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

笠間地区世帯数 世帯 10,348 10,381 10,383 10,436 10,380 10,380 10,380

対
象
指
標

0 0 0 0 0 0

27,100 27,100 27,100

成
果
指
標

0 0 0 0

笠間地区人口 人 27,476 27,165 27,125 26,526

0 0 0

交通災害共済加入件数 世帯 650 551 595 602 700 750 800

交通災害共済加入人数 人 1,485 1,275 1,339 1,299 1,700 1,900 2,000

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
地域との円滑な事務事業を維持するためには、支所事務が必要である

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地域との円滑な運営を図るためには有効である

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
維持するためには、これ以上の削減は困難である

□ 削減の余地がある

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域との円滑な運営を図るためには有効である有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名
自然エネルギー活用助成受付事務
（笠間支所）

評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計
画重点視点

施策 01　環境保全・公害防止
H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

小施策 01　自然環境の保全

　
補助率

小政策 03　自然環境にやさしい循環型社会をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 省エネ法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 　 　

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
新エネルギーの有効利用を図り、地球温
暖化の防止と環境にやさしいまちづくり
を推進する。
環境保全課が所管
自然エネルギーの普及・促進の観点か
ら、住宅用の太陽光発電システムを設置
された市民の皆様に補助金を交付してき
ましたが、システムの普及が進み、設置
価格も下落したことなどにより、平成27年
度をもって「笠間市住宅用太陽光発電シ
ステム設置費補助制度」は終了すること
となりました。

住宅用太陽光発電設置の補助申請受付は環境保全課が行う。

太陽光発電装置設置補助については、
事業廃止

太陽光発電装置設置補助については、
事業廃止

太陽光発電装置設置補助について
は、事業廃止

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

一般市民
④

対象
指標

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

電力需要の削減
⑤

成果
指標

住宅用太陽光発電設置数 件

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

住宅用太陽光発電システム設置者等への補助を実
施

⑥
活動
指標

住宅用太陽光発電設置数 件

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0.30 2,250 0.23 1,725

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.000 0

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.230 1,725 0.000 0 0.000 0職員割合 千円 0.00

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 0

他課の協力分 千円 0 0 0 0

0 0

0

嘱託臨時 千円 0 0

0

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 0 0

24 0 0 0

0 0 0 0

住宅用太陽光発電設置数 件 0 76 42

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

0 0 0 0 0 0 0

対
象
指
標

0 0 0 0 0 0

0 0 0

成
果
指
標

住宅用太陽光発電設置数 件 0 76 42 24

0 0 0 0

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
笠間地区の行政サービスの拠点である

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地域との円滑な運営を図るためには有効である

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
維持するためには、これ以上の削減は困難である

□ 削減の余地がある

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域との円滑な運営を図るためには有効である有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ○ 　

事務事業名
資源物集団回収に対する補助事業
（笠間支所）

評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計
画重点視点

施策 02　廃棄物対策
H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

小施策 02　循環型社会の推進

　
補助率

小政策 03　自然環境にやさしい循環型社会をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 リサイクル法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ○ ―

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
ごみの減量化と再資源化を図るため、市
民団体が行う資源物分別回収に対し奨
励金を交付する
環境保全課が所管

資源物分別回収を行った団体に奨励金を交付する

資源物分別回収を行った団体に奨励金
を交付する

資源物分別回収を行った団体に奨励金
を交付する

資源物分別回収を行った団体に奨
励金を交付する

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

子供会
④

対象
指標

市民 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

資原物回収によるゴミ削減
⑤

成果
指標

ごみの再資源化率 ％

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

資原物集団回収に対する補助
⑥

活動
指標

資源物回収登録団体 件
回収奨励金の交付 千円

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0.30 2,250 0.23 1,725

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.230 1,725

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.230 1,725 0.230 1,725 0.230 1,725職員割合 千円 0.00

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,725 1,725

0

嘱託臨時 千円 0 0

1,725

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725 1,725

33 0 0 0

回収奨励金の交付 千円 1,272 1,238 976 1,012

資源物回収登録団体 件 32 32 32

1,000 1,000 1,000

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

0

市民 人 27,476 27,165 27,125 26,526 27,100 27,100 27,100

対
象
指
標

0 0 0 0 0 0

0 0 0

成
果
指
標

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

ごみの再資源化率 ％ 0 0 0 0 25 30 35

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
笠間地区の行政サービスの拠点である

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地域との円滑な運営を図るためには有効である

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
維持するためには、これ以上の削減は困難である

□ 削減の余地がある

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域との円滑な運営を図るためには有効である有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 古布回収事務（笠間支所）
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　廃棄物対策
H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

小施策 02　循環型社会の推進

　
補助率

小政策 03　自然環境にやさしい循環型社会をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

04　衛生費 02　清掃費 02　塵芥処理費 000200000　分別収集事業 根拠法令 リサイクル法
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 　 　

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
笠間市環境基本計画に基づき、資源の
循環型社会を推進する事業の一環とし
て衣類のリサイクルを行う。
環境保全課が所管

古布の収集及びリサイクルを5月と11月に実施

古布の収集及びリサイクルを5月と11月
に実施

古布の収集及びリサイクルを5月と11月
に実施

古布の収集及びリサイクルを5月と11
月に実施

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

市民
④

対象
指標

笠間地区市民 人
笠間地区世帯 世帯

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

不用品リサイクルの啓蒙
⑤

成果
指標

古布収集量 ｋｇ

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

収集した衣類を社会福祉協議会に提供し再利用す
る。

⑥
活動
指標

古布収集・分別実施回数 回

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0.30 2,250 0.23 1,725

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.230 1,725

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.230 1,725 0.230 1,725 0.230 1,725職員割合 千円 0.00

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,725 1,725

0

嘱託臨時 千円 0 0

1,725

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725 1,725

2 2 2 2

0 0 0 0

古布収集・分別実施回数 回 2 2 2

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

27,100

笠間地区世帯 世帯 10,348 10,381 10,383 10,436 10,380 10,380 10,380

対
象
指
標

笠間地区市民 人 27,476 27,165 27,125 26,526 27,100 27,100

0 0 0

成
果
指
標

古布収集量　　　　　　　 ｋｇ 5,010 5,641 4,578 4,280

0 0 0 0

6,000 6,000 6,000

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
笠間地区の行政サービスの拠点である

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地域との円滑な運営を図るためには有効である

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
維持するためには、これ以上の削減は困難である

□ 削減の余地がある

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域との円滑な運営を図るためには有効である有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 使用済乾電池収集事務（笠間支所）
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　廃棄物対策
H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

小施策 02　循環型社会の推進

　
補助率

小政策 03　自然環境にやさしい循環型社会をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
一部委託 　 　
実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
今後の自然環境を見据え、住環境向上
のため資源の循環型社会をめざす 乾電
池の分別収集を３、１０月末に実施し適
正に処分する
環境保全課が所管

乾電池の分別収集を３、１０月末に実施し処分する

乾電池の分別収集を３、１０月末に実施
し処分する

乾電池の分別収集を３、１０月末に実施
し処分する

乾電池の分別収集を３、１０月末に
実施し処分する

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

一般市民
④

対象
指標

世帯数 世帯
市民 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

使用済乾電池の削減
⑤

成果
指標

回収量 ｋｇ

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

年２回　３月、１０月末に実施
⑥

活動
指標

実施回数 回

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0.30 2,250 0.23 1,725

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.230 1,725

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.230 1,725 0.230 1,725 0.230 1,725職員割合 千円 0.00

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725

他課の協力分 千円 0 0 0 0

1,725 1,725

0

嘱託臨時 千円 0 0

1,725

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 2,250 1,725 1,725 1,725 1,725

0 0 0 0

実施回数 回 2 2 2 2

0 0 0

2 2 0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

活
動
指
標

10,380

市民 人 27,476 27,165 27,125 26,526 27,100 27,100 27,100

対
象
指
標

世帯数 世帯 10,348 10,381 10,383 10,436 10,380 10,380

0 0 0

成
果
指
標

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

回収量 ｋｇ 3,332 5,050 8,600 11,890 7,000 6,000 5,000

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
笠間地区の行政サービスの拠点である

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地域との円滑な運営を図るためには有効である

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
維持するためには、これ以上の削減は困難である

□ 削減の余地がある

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域との円滑な運営を図るためには有効である有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

乾電池を使わない社会を構築する  充
電式電池に切り替える

□



２　【H27事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

実施計画・事務事業評価共通調書
記入日 平成28年3月31日

所属部課名 地域課（笠間支所【PLAN】事務事業の計画 財会会計コード 99 財会事業コード 9999999

総
合
計
画

政
策
体
系

政策 04　自然と共生した安全でやさしさのあるまちづくり 新規・継続 継続

補
助
単
独
区
分

所管省庁

評価外事業
重要事務事業 ―

市単独
総合戦略関連事業 ― 　

事務事業名 環境不法行為監視事務（笠間支所）
評価区分 事務事業性質 政策的事業 後期基本計

画重点視点

施策 02　廃棄物対策
H20 単年度繰返し 共催者・関係団体

小施策 03　不法投棄の防止

　
補助率

小政策 03　自然環境にやさしい循環型社会をつくります 事
業
期
間

開始年度 終了年度 　

02　総務費 01　総務管理費 05　財産管理費 999900000　人件費のみ事業 根拠法令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律
予
算
科
目

会計 款 項 目 細目名 関連計画
一般会計

補助金の有無 負担金の有無
直営 ― ―

実施手法

H28事業計画 H29事業計画 H30事業計画

１　【事務事業の全体概要及び背景】 ３　【年度目標】 ４　【事業費の内容（決算額）】
住みよい環境を作るため、不法投棄を防
止し、資源の再利用を目指す。
事業者、関係機関及び市民と連携し廃
棄物 の不法投棄を防止し適正な処理を
行うことにより公衆衛生の向上と生活環
境の保全を図る。
不法投棄の未然防止に努める ・ポイ捨
て禁止看板の交付 ・不法投棄物の収集
運搬を行う。
環境保全課が所管

・ポイ捨て禁止看板の交付 ・不法投棄物の収集運搬

・ポイ捨て禁止看板の交付 ・不法投棄
物の収集運搬

・ポイ捨て禁止看板の交付 ・不法投棄
物の収集運搬

・ポイ捨て禁止看板の交付 ・不法投
棄物の収集運搬

５　事務事業の目的と手段 単位

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

一般市民
④

対象
指標

世帯数 世帯
市民 人

②事務事業の意図（どのようにした
いのか。どういう状態にしたいのか）

不法投棄の未然防止
⑤

成果
指標

ごみ捨て禁止看板の配布 枚

27年度（実績） 28年度（計画） 29年度（計画） 30年度（計画）

枚
クリーン作戦の参加者数 人（世帯）

【DO】事務事業の実施

事業費及び指標の推移

事業費 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績）

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

不法投棄の未然防止・撤去の実施
⑥

活動
指標

不法投棄の回収 件
粗大ごみの回収(テレビなど） 個
ごみ捨て禁止看板の配布

0 0 0

投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 0 0 0 0

県支出金 千円 0 0 0 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0 0 0 0

その他 千円 0 0 0 0 0 0 0

0 0

事業費計（ア） 千円 0 0 0

一般財源 千円 0 0 0 0 0

0 0.30 2,250 0.27 2,025

0 0 0 0

0 0 0 0 0

0.270 2,025

時間外 千円 0 0 0 0 0 0

0.270 2,025 0.270 2,025 0.270 2,025職員割合 千円 0.00

人
件
費 0 0 0

人件費計（イ） 千円 0 2,250 2,025 2,025 2,025

他課の協力分 千円 0 0 0 0

2,025 2,025

0

嘱託臨時 千円 0 0

2,025

指標区分 単位 24年度（実績） 25年度（実績） 26年度（実績） 27年度（実績） 28年度（目標） 29年度（目標） 30年度（目標）

トータルコスト（ア）＋（イ） 千円 0 2,250 2,025 2,025 2,025 2,025

5 0 0 0

粗大ごみの回収(テレビなど） 個 221 185 261 264

不法投棄の回収 件 0 0 0

250 300 350

8,501 7,427 9,330 0 10,000 12,000 15,000

ごみ捨て禁止看板の配布 枚 23 17 12 13 5 0 0

活
動
指
標

10,380

市民 人 27,476 27,165 27,125 26,526 27,100 27,100 27,100

対
象
指
標

世帯数 世帯 10,348 10,381 10,383 10,436 10,380 10,380

0 0

クリーン作戦の参加者数 人（世帯）

0

成
果
指
標

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0

ごみ捨て禁止看板の配布 枚 23 17 12 13 5 0 0

0 0 0 0 0 0 0

社会情勢の変化・市民ニーズの把握



□

社会情勢の変化・市民ニーズの把握
事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

【CHECK】事務事業の一次評価

必
要
性
評
価

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

■ 適切である
笠間地区の行政サービスの拠点である

□ 見直しの余地がある

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

■ 向上の余地がない
地域との円滑な運営を図るためには有効である

□ 向上の余地がある

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

■ 削減の余地がない
維持するためには、これ以上の削減は困難である

□ 削減の余地がある

□ 影響は大きく，問題の発生が予想される
□ 代替案や対策を採ることで対応できる

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

全体総括（振り返り，反省点）

必要性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

地域との円滑な運営を図るためには有効である有効性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

効率性 ■ 適切 □ 見直しの余地がある

一次評価結果

他に手段がない②改革・改善案を実現する上で克服するべ
き課題と解決方法

④取組状況
他に手段がある(事務事業名・活動名）

名称

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

総合評価

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

資源配分 現  状  維  持

□ 他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
□ 統廃合や連携はできない・既に連携している

【PLAN】事務事業の計画

その他

①改革・改善案 ③前年度の改革・改善案 ⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

□


